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（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期  33,209  4.3  745  △31.6  799  △29.5  496  △9.8

24年３月期  31,836  6.5  1,089  6.7  1,133  6.3  550  14.5

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

25年３月期  98.19  －  7.4  5.0  2.2

24年３月期  107.88  －  8.5  8.6  3.4

（参考）持分法投資損益 25年３月期 △20百万円   24年３月期 △19百万円 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年３月期  17,125  6,800  39.7  1,409.99

24年３月期  14,917  6,687  44.8  1,311.31

（参考）自己資本 25年３月期 6,800百万円   24年３月期 6,687百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

25年３月期  1,562  △6,000  1,926  307

24年３月期  1,903  △1,233  1,296  2,818

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 配当性向 純資産
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 －  10.00 － 22.00 32.00  163 29.7 2.5

25年３月期 －  10.00 － 17.00 27.00  132 27.5 2.0

26年３月期（予想） －  10.00 － 17.00 27.00   15.3  

３．平成26年３月期の業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  24,000  17.9  1,810  60.0  1,820  57.0  1,050  47.5  217.71

通期  39,000  17.4  1,480  98.6  1,500  87.7  850  71.3  176.24



※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

  
（２）発行済株式数（普通株式） 

  
  
  
※  監査手続の実施状況に関する表示 

  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 有

④  修正再表示                          ： 無

（注）「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第８条の３の６（会計方針の変更を会計上の見積り

の変更と区別することが困難な場合）に該当するものであります。詳細は、添付資料Ｐ．19「４．財務諸表（５）

財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示）」をご覧ください。 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年３月期 5,100,000株 24年３月期 5,100,000株

②  期末自己株式数 25年３月期 277,112株 24年３月期 112株

③  期中平均株式数 25年３月期 5,053,595株 24年３月期 5,099,959株

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信開示時点において、金融商品取引

法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、決算短信（添付資料）２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成績に関す

る分析」をご覧ください。
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（1）経営成績に関する分析  

① 当期の経営成績  

 当事業年度におけるわが国の経済は、当初は復興関連需要やエコカー補助金等に下支えされ底堅く推移してきまし

たが、その後欧州政府の債務危機や世界景気の減速、国内における長引くデフレ、円高の影響等により、景況感が悪

化してきました。12月に入り、衆議院選挙において自民党が政権を奪取し、新政権によるデフレ脱却に向けた経済政

策、いわゆるアベノミクス効果や日銀による大胆な金融緩和の期待から、円安・株高の兆しが出てきて景況感が回復

してきましたが、今のところ実態経済に勢いはみられず、期待が先行気味となっている感は否めません。また、海外

経済を巡る不確実性も依然として高く、景気の先行きにはなお注視が必要な状況が続いております。 

 飲料業界におきましては、７月の天候が不順だったり、11月以降缶コーヒー等の冬物商品が停滞したりしたもの

の、震災の影響により昨年の第１四半期に生産活動が大きく落ち込んだことの反動に加え、８月から10月中旬までは

残暑が長く続いた結果、業界全体の販売数量は、前期比３％増（民間調査機関調べ）となりました。 

 このような状況下におきまして、当社は、新ライン（炭酸・非炭酸兼用の無菌充填ライン）を導入し、飲料メーカ

ーの多種多様なオーダーに応える製造体制を整え、積極的に受注活動を行った結果、当事業年度における受託製造数

量は479,508キロリットル（前期比3.0％増）、47,633千ケース（前期比1.5％増）、売上高は 百万円（前期比

4.3％増）となり、受託製造数量（容量及びケース）及び売上高とも過去最高を記録いたしました。   

 一方、利益面につきましては、電力・燃料費等のユーティリティ関連コストの増加や新ライン建設に伴う固定資産

の減価償却費の増加等により、営業利益は 百万円（前期比31.6％減）、経常利益は 百万円（前期比29.5％

減）、当期純利益は 百万円（前期比9.8％減）となり、営業利益・経常利益・当期純利益とも前期比では減少とな

りました。 

  

② 今後の見通し  

 当社におきましては、新ラインを導入したことにより、成長分野の製品や新製品の受注に注力する一方、品質管理

のレベルアップ、財務基盤の強化、生産性の向上及び経費の削減に取り組み、業績の向上に努めてまいります。 

 当社の平成26年３月期の業績は、売上高は39,000百万円（前期比17.4％増）、営業利益は1,480百万円（前期比

98.6％増）、経常利益は1,500百万円（前期比87.7％増）、当期純利益は850百万円（前期比71.3％増）を見込んでお

ります。 

 なお、詳細につきましては、本日（平成25年４月23日）公表いたしました「中期経営計画のレビューと見直しにつ

いてのお知らせ」をご参照ください。（当社のホームページURL:http://www.japanfoods.co.jp）   

  

（2）受託製造数量に関する分析 

 当社の容器別受託製造量（ケース数）では、前期比で缶飲料が6.0％の減少となり、一方、ペットボトル飲料が

4.9％、びん飲料が10.2％の増加となりました。 

 また、品目別受託製造量（ケース数）では、前期比で炭酸飲料が11.8％、酒類飲料が16.0％の増加となり、一方、

茶系飲料、果実飲料が減少となりました。 

 なお、当社の受託製造数量（ケース数）年度・月別の推移は次のとおりであります。 

１．経営成績・財政状態に関する分析

33,209

745 799

496



  以上の活動により当期(平成24年４月～平成25年３月)の実績を前期と対比しますと次のとおりとなりました。 

 （売上高及び利益） 

  

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 25年３月期  33,209 百万円   745 百万円   799 百万円   496 百万円    98.19 円  

 24年３月期  31,836 百万円   1,089 百万円   1,133 百万円   550 百万円    107.88 円  

 伸長率  4.3 ％   △31.6 ％   △29.5 ％   △9.8 ％   △9.0 ％  



（3）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末の資産につきましては、新ラインの建設費の支出等により現金及び預金が減少しましたが、新ライン

の建設に伴い有形固定資産が増加したことや、関係会社株式や未収消費税等が増加したため、前事業年度末に比べ

2,207百万円増加の 百万円となりました。 

 負債につきましては、未払法人税等が減少したものの、長期借入金等が増加したため、前事業年度末に比べ2,094

百万円増加の 百万円となりました。なお、長期借入金の増加は、新ラインの建設及び関係会社株式の取得のた

めの2,074百万円の借入によるものであります。 

 純資産につきましては、自己株式の取得により減少したものの、利益剰余金等の増加により、前事業年度末に比べ

112百万円増加の 百万円となりました。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物は307百万円となり、前事業年度末より2,510百万円減少いたしました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（キャッシュ・フロー）  

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増減額の減少や減価償却費の増加、製品

廃棄負担金の減少等により収入の増加があったものの、仕入債務や未払金の増減額の減少や税引前当期純利益の減

少、保険金の受取額の減少、未収消費税等の増減額の増加、法人税等の支払額の増加等による支出が増加したた

め、前事業年度に比べ340百万円減少し、 百万円の収入となりました。   

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得や関係会社株式の取得による支

出が増加したため、前事業年度に比べ4,766百万円増加し、 百万円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出が増加したものの、短期

借入金や長期借入金の借入れによる収入が増加したため、前事業年度に比べ630百万円増加し、 百万円の収入

となりました。 

  なお、当社のキャッシュ・フロー関連指標の推移は次のとおりであります。 

  

  （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

    

 １．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ２．フリー・キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー及び投資活動によ

   るキャッシュ・フローを使用しております。 

 ３．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っているすべての負債を対象としております。 

   また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

 ４．平成25年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率、インタレスト・ガバレッジ・レシオはフリー・キャッシ

   ュ・フローがマイナスのため記載しておりません。  

17,125

10,324

6,800

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

平成25年３月期 百万円1,562 百万円△6,000 百万円 1,926 百万円307

平成24年３月期 百万円1,903 百万円△1,233 百万円 1,296 百万円2,818

対前年増減額 百万円△340 百万円△4,766 百万円 630 百万円△2,510

1,562

6,000

1,926

  
第34期 

平成22年３月 

第35期 

平成23年３月 

第36期 

平成24年３月 

第37期 

平成25年３月 

 自己資本比率（％） 47.9 55.5 44.8 39.7 

 時価ベースの自己資本比率（％） 36.1 40.6 30.1 32.3 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 1.2 3.6 4.2 － 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 53.1 17.1 46.2 － 

（注） 自己資本比率 ：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率  ：株式時価総額／総資産  

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／フリー・キャッシュ・フロー  

  インタレスト・カバレッジ・レシオ ：フリー・キャッシュ・フロー／利払い  



（4）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と考え、配当につきましては、健全な財務体質を目指し将

来の事業発展に備えた設備投資等のための内部留保を確保する一方、業績に応じた、安定かつ継続的な配当を行うこ

とを基本方針としております。 

  このような方針の下、当期の配当につきましては、期末配当として１株当たり17円、中間配当10円とあわせて年間

27円を予定しております。 

 なお、次期の配当につきましても、期末配当として１株当たり17円に、中間配当10円とあわせて年間27円を予定し

ております。 

  

（5）事業等のリスク 

  当社の事業等に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を

以下に記載しております。当社では、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の

早期対応に努める所存であります。 

  なお、以下に記載する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。  

  

① 飲料メーカーの外注政策が当社に及ぼす影響について 

 当社は、主に飲料メーカーから依頼を受け、製品の製造を請負う受託製造業であります。 

 当社では、企業価値の向上を図り、製造設備の充実、製造技術・品質管理能力のアップ、顧客満足度向上で飲料

メーカーから選ばれる存在となるように努め、将来にわたって安定した受注を確保するための営業に注力しており

ます。 

    しかしながら、当社の業績は、一般消費者の消費動向の変動や冷夏・台風等の天候の影響を受けるほか、直接的

には飲料メーカーの外注政策の影響を強く受けることになります。また、飲料メーカーが自社製造能力を増強する

など内製を強化し、外注先の選別を行い、当社への外注を減らした場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

  

② 品質管理について 

 当社では、ISO 9001:2000及び厚生労働省の承認を取得している総合衛生管理製造過程（高度な衛生管理である

HACCPの概念を取り入れた衛生管理）の維持・向上に取組むことにより製品の品質管理・衛生管理を徹底し、万一の

品質に関わる事故にも備え、生産物賠償責任保険（PL保険）等にも加入しております。 

   当社では品質第一主義とし、安全で高品質な製品の提供のため、品質管理、衛生管理の面で万全の体制で臨んで

おります。 

 しかしながら、異物混入製品や食中毒等健康被害を与える可能性のある製品、表示不良品の流通など、予想を越

える重大な品質問題が発生した場合、問題の処理・解決のために多額のコスト負担が発生するばかりでなく、当社

全体の品質管理の評価に重大な影響を与え、受注の減少等によって、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

 ③ 天候による影響について 

 当社が取り扱う飲料業界は、夏（繁忙期）・冬（閑散期）の天候や気温により需要が変動いたします。特に異常

気象と言われるほどの冷夏や暖冬の場合には、大幅な受注の減少となり、当社の業績及び財政状態が悪化する可能

性があります。 

  

④ 特定の取引先への依存度について 

 当社の平成25年３月期における受託製造数量の内、取引先上位５社の占める割合が約８割となり、特定の取引先

への依存度が高いことが見られます。 

  当社が関わる清涼飲料市場は、一般消費者の嗜好変化の影響を受けやすく、新製品の導入、販売価格、宣伝・広

告活動といった面において各社の競争が厳しくなっております。当社が関わる清涼飲料市場の競争が激化した場

合、依存度の高い飲料メーカーの状況如何では、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

    今後、当社においては、飲料メーカーの販売比率のバランスにも配慮しながら飲料メーカーとの関係強化を図

り、安定的な営業取引を含めて良好な関係維持を出来るよう努めたいと考えております。  



⑤ 法的規制等について 

  当社の主要の事業活動において、食品衛生法、JAS法、不当表示防止法、製造物責任法（PL法）、廃棄物処理法及

び環境保全に関わる環境・リサイクル関連法規等、様々な法的規制を受けております。 

  当社では、これらすべての法的規制を遵守すべく取り組んでおりますが、その取り組みの範囲を越えた事象が発

生した場合、また、法的規制の強化・変更、予期せぬ法的規制の導入等により、法的規制遵守等に係るコスト負担

が増加した場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥ 電力費・燃料費（LNG（液化天然ガス）等）の高騰について 

 当社は、清涼飲料の製造に使用するための電力及び燃料を常時購入しております。 

 電力価格につきましては、一昨年の東日本大震災による原発事故発生以降、原油価格の上昇などにより、恒常的

な電力価格の高騰が懸念されます。 

 燃料価格につきましては、世界的な原油需給、為替の変動、産油国の状況及び投機家の動向等による燃料価格の

高騰が懸念されます。 

 このリスクに対し、当社では、燃料の消費節減効果が期待できる液化天然ガス（LNG）を燃料とするコ・ジェネレ

ーションシステムの導入など、電力及び燃料の節減対策により電力費及び燃料費の業績に与える影響の軽減に努め

てまいります。  

 しかしながら、電力費・燃料費が著しく高騰した場合、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

 ⑦ 設備投資について 

 当社は、顧客に満足いただける安全、安心な製品の受注・供給体制確立のために設備投資を行っておりますが、

これらの設備投資は天候不順の影響、一般消費者の嗜好変化及び飲料メーカーの内製化の進行等で受注が減少した

場合、必ずしも成果に結びつかないというリスクを抱えております。これらの設備投資が今後充分な収益を生み出

さない場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 当社においては、今後も設備投資を厳選し、特に重要な設備投資については、その必要性や受注の見通しならび

に投資効果などを事前に十分に調査・検討したうえで、慎重に決定いたします。 

  

 ⑧ 業績の季節変動について 

 飲料の需要は、のどを潤す炭酸飲料が特に夏場に集中して消費されることから、清涼飲料業界では夏場の製造販

売が多くなり、反面、冬場には減少するという季節的な変動がおこります。また、夏場には飲料メーカーにおいて

も製造設備が不足することから外注を増加させ、一方冬場には、自社製造設備を最大限活用するため、外注を減少

させる傾向があります。 

   このリスクに対して、当社では、季節変動に柔軟に対応し、冬場におけるコスト削減や製造体制の見直し等によ

る年間ベースでの増収確保と季節変動による一時的な業績悪化にも耐えられる財務体質の強化に努めております。 

 しかしながら、当社の受注製造量、売上高及び特に利益については、上期（４月～９月）に偏重する傾向が顕著

であり、当社の業績の正しい把握には、１年間の通期で見ていただく必要があります。 

 当社の上・下半期別実績は次の表のとおりであり、上期に顕著に偏重する傾向が見られます。  

  

 ⑨ 大地震等災害の発生について 

 当社の製造工場は、千葉県長生郡長柄町の一拠点のみであります。従いまして、当地区において大地震等の大規

模な自然災害が発生した場合は、製造の継続等に支障をきたし、製造設備の修復に伴う費用の発生等により、当社

の業績及び財政状態に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 このリスクに対して、当社といたしましては、BCP（事業継続計画）を策定し、防災対策や災害発生時における対

応等を定めております。また、地震保険加入の定期的見直しを実施しているほか、一昨年に発生しました東日本大

震災の経験をふまえ、設備の耐震補強や発電設備の確保等も行っております。  

決算期 
 平成24年３月期（第36期）  平成25年３月期（第37期） 

上半期  下半期  上半期  下半期  

 決算年月 平成23年９月  平成24年３月  平成24年９月  平成25年３月  

 売上高（千円）  19,007,772  12,828,573  20,352,903  12,856,136

 年間比率（％）  59.7  40.3  61.3  38.7

 営業利益 (千円）  1,418,168  △328,863  1,131,098  △386,056

 年間比率（％）  130.2  △30.2  151.8  △51.8

経常利益 (千円）  1,443,636  △310,126  1,159,342  △360,102

年間比率（％）  127.4  △27.4  145.1  △45.1



  当社グループは、当社及び子会社１社、関連会社２社で構成され、当社は消費者に直飲される清涼飲料及び業務用飲

料等の受託製造を主たる業務としております。 

 当事業年度における当社の事業に係わる位置付けは、次のとおりであります。 

  

（1）事業に係わる各社の位置付け 

  当社は、一般消費者が直飲する清涼飲料についてお客様である飲料メーカー（業界では「ブランドオーナー」と呼ん

 でおります。）から受注し、飲料メーカーの製品仕様に従って受託製造しております。 

    

（2）事業の系統図 

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 
 当社子会社のジャパンジュースプロセッシング株式会社につきましては、同社の総資産並びに売上高・利益等を勘

案して、連結決算の対象から除外しております。よって、当社決算は当社単体のみの決算（非連結）になります。 

２．企業集団の状況



（1）会社の経営の基本方針 

当社は、人々の生活に「うるおいと健康」をもたらす製品作りを通じて、社会に貢献することを使命とし、お客

様である飲料メーカーの製品を受託製造する確かな担い手として、お客様ならびに消費者から高い満足、安心と安

全、さらに厚い信頼を得ることを目指しております。その実現のために製造設備の充実を図り、製造技術と品質管

理能力に磨きをかけ、「飲料ソリューションビジネス」を通じ、お客様の悩みと課題を解決してまいります。 

また、当社は、お客様のみならず、株主、社員、取引先及び地域社会等当社を取りまくすべてのステークホルダ

ーから信頼され、かつ持続して収益をあげることにより、企業価値を増大することを経営の基本方針としておりま

す。 

  

（2）目標とする経営指標 

 当社が当事業年度の目標として掲げました経営指標の当事業年度末における実績は、自己資本比率 39.7％（当事

業年度目標 43％以上）、自己資本当期純利益率（ROE）7.4％（同 10％以上）、総資産当期純利益率（ROA) 3.1％

（同 4.5％以上）となりました。 

 平成25年度における当社の目標とする経営指標は、自己資本比率 42％以上、自己資本当期純利益率（ROE）12.5％

以上、総資産当期純利益率（ROA) ５％以上といたします。 

  

（3）中長期的な会社の経営戦略  

当社は、平成24年４月、平成24年度から平成27年度までの４カ年の中期経営計画（“ＪＵＭＰ2015”－次世代へ

－）を策定し、公表いたしました。初年度をホップ、次年度及び第３年度をステップ、最終年度をジャンプと位置

づけ、積極的な設備投資の実行により、国内での事業をより強化し盤石なものにしながら同時に海外での事業を着

実に推進し、将来の飛躍へと繋げていく方針であります。 

この中期経営計画において、当社は、今後の厳しい世界経済・経営環境の変化に対応し、自社の優位性を発揮し

て新しい時代を勝ち抜くために、積極経営に大きく舵をきることにいたしました。そのキーワードとして、

Change、Challenge、Createの３つの“Ｃ”を掲げています。それは、時代の変化を先取りするために、中期経営計

画に沿って会社を変え、同時に社員一人ひとりが進化していくこと（Change）、変化に決してひるまず、当社本来

のスピリットである進取の気性を存分に発揮して果敢に挑戦すること（Challenge）、その結果、新たなビジネス、

新商品を作りだし、当社の新時代を創造すること（Create）であります。 

当社は、この３つの“Ｃ”を常に念頭に置きながら、次の２つの成長戦略を実行してまいります。 

① コアビジネスの収益拡大 

現在の収益の源であるコアビジネス（飲料受託製造事業）の収益拡大を図ります。その実現のため、マーケット

ニーズを見据えた新設備の導入やスクラップ・アンド・ビルドを積極的に推進するとともに、もの作り力の強化

（安全・安心な製品を製造する現場力の強化等）、効率的製造オペレーションの追求（生産効率・製造歩留の向上

等）、エネルギー問題への適切な対応等を実行します。  

② 新規ビジネス事業の着実な推進 

上記コアビジネスの収益拡大に加え、新たな収益確保のため、コアビジネスとのシナジーを追求した新規ビジネ

スとして、海外事業（当社の出資先である東洋飲料（常熟）有限公司による中国での飲料製造事業及び東南アジア

における新規事業）、水宅配事業（当社の出資先である㈱ウォーターネット及び同社のエリアオーナーとしての水

宅配事業）及び自社商品の開発力強化を着実に推進します。 

上記成長戦略を推進する先駆けとして、本社工場（千葉）に新設する世界最新鋭の無菌充填ラインを平成24年７

月より稼働しており、当社の出資先である東洋飲料（常熟）有限公司の新工場（中国）も同じく平成24年８月より

稼働しております。また、東京では、新規ビジネス事業の推進拠点として新しいオフィスが平成24年７月よりスタ

ートし、千葉・東京・中国で将来の成長戦略の布石となる３つの事業が一斉に動き始めました。 

平成26年３月期につきましては、新技術・設備の導入による飲料受託製造事業（コアビジネス事業）の強化実現

のため、自社工場内の既存大型ペットボトルライン（Tライン）にペットボトルブロー成型機、無菌充填機（炭酸・

非炭酸兼用）を増設し、リバイタライズすることに決定いたしました。 

なお、本リバイタライズは、中期経営計画（“ＪＵＭＰ2015”－次世代へ－）における、平成24年７月に稼働し

ました炭酸・非炭酸兼用 無菌充填ライン（Eライン）に続く、第２弾の設備投資の位置づけであり、中期経営計画

の成長戦略を着実に実行するものであります。 

３．経営方針



（4）会社の対処すべき課題 

清涼飲料業界は、人口のピークアウトもあり成熟市場となっておりますが、飲料メーカー各社は消費の多様化や

健康志向を踏まえた新製品の開発に取り組んでおり、勝ち残りをかけたシェア競争が続いております。 

このような飲料メーカー各社の競争激化にともない、当社が属する飲料受託製造業界の競争も厳しさが増してお

り、製造設備、製造技術、品質管理能力、物流上の優位性及び財務基盤等の優劣等で峻別される傾向も強まってお

ります。 

このような状況の下、当社におきましては、業界でのリーディングカンパニーとなることを目指し、成長戦略を

支える経営基盤を強化するため、次の課題に取り組んでまいります。 

 ①人材の多様化・育成強化（海外や新規ビジネスでも活躍できるグローバル人材の育成等） 

 ②守りの徹底（品質向上の追求ならびにリスクマネジメント及び内部統制の更なる強化） 

 ③財務基盤の継続的拡充（成長戦略が生み出す旺盛な資金需要に対応するための資金調達の多様化による財務基 

  盤の強化等） 

 ④情報システムの刷新（当社のビジネスモデルに応じた業務フローの再構築等）  

  



４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,818,570 307,642

電子記録債権 545,373 579,036

売掛金 4,294,127 4,375,391

商品及び製品 92,560 37,616

原材料及び貯蔵品 172,442 161,011

前払費用 101,903 110,489

繰延税金資産 105,652 75,539

未収入金 46,463 41,222

未収消費税等 － 137,002

その他 137 2,186

流動資産合計 8,177,232 5,827,138

固定資産   

有形固定資産   

建物 6,147,958 7,385,183

減価償却累計額 △4,033,726 △4,229,049

建物（純額） 2,114,231 3,156,133

構築物 1,845,576 1,836,640

減価償却累計額 △1,413,318 △1,450,344

構築物（純額） 432,257 386,295

機械及び装置 18,184,145 22,542,874

減価償却累計額 △16,051,115 △17,247,140

機械及び装置（純額） 2,133,030 5,295,734

車両運搬具 51,187 56,195

減価償却累計額 △46,690 △50,233

車両運搬具（純額） 4,497 5,962

工具、器具及び備品 507,473 565,822

減価償却累計額 △450,511 △478,068

工具、器具及び備品（純額） 56,962 87,754

土地 440,755 440,755

建設仮勘定 621,374 8,590

有形固定資産合計 5,803,109 9,381,226

無形固定資産   

特許権 180 －

借地権 1,000 1,000

商標権 270 201

ソフトウエア 34,645 53,034

電話加入権 1,488 1,488

無形固定資産合計 37,585 55,724



（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 373,446 212,227

関係会社株式 181,360 1,215,985

長期前払費用 141,895 202,856

繰延税金資産 129,477 147,717

ゴルフ会員権 65,100 65,175

保険積立金 6,749 7,683

その他 1,460 9,383

投資その他の資産合計 899,488 1,861,028

固定資産合計 6,740,182 11,297,979

資産合計 14,917,415 17,125,117

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,265,980 3,331,059

短期借入金 － 420,000

1年内返済予定の長期借入金 539,150 398,389

未払金 1,428,342 1,428,504

未払費用 73,103 40,694

未払法人税等 287,539 68,573

未払消費税等 52,738 －

預り金 25,208 29,484

賞与引当金 165,053 150,000

役員賞与引当金 35,000 39,000

その他 2,271 318

流動負債合計 5,874,387 5,906,024

固定負債   

長期借入金 2,293,800 4,368,491

退職給付引当金 58,624 48,576

その他 3,088 1,788

固定負債合計 2,355,512 4,418,855

負債合計 8,229,900 10,324,880



（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 628,800 628,800

資本剰余金   

資本準備金 272,400 272,400

資本剰余金合計 272,400 272,400

利益剰余金   

利益準備金 103,400 103,400

その他利益剰余金   

別途積立金 5,100,000 5,400,000

繰越利益剰余金 558,339 591,367

利益剰余金合計 5,761,739 6,094,767

自己株式 △88 △264,622

株主資本合計 6,662,851 6,731,344

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 24,663 68,892

評価・換算差額等合計 24,663 68,892

純資産合計 6,687,515 6,800,237

負債純資産合計 14,917,415 17,125,117



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高   

製品売上高 28,341,008 29,514,466

加工料収入 3,458,109 3,627,403

商品売上高 30,317 7,783

その他 6,911 59,386

売上高合計 31,836,346 33,209,040

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 26,222 92,560

当期製品製造原価 28,817,957 30,413,045

合計 28,844,179 30,505,606

製品期末たな卸高 92,560 37,616

製品売上原価 28,751,618 30,467,990

商品売上原価   

商品期首たな卸高 － －

当期商品仕入高 21,612 5,272

合計 21,612 5,272

商品期末たな卸高 － －

商品売上原価 21,612 5,272

売上原価合計 28,773,230 30,473,262

売上総利益 3,063,115 2,735,777

販売費及び一般管理費   

販売費 973,836 932,813

一般管理費 999,973 1,057,922

販売費及び一般管理費合計 1,973,810 1,990,735

営業利益 1,089,305 745,041

営業外収益   

受取利息 70 272

受取配当金 3,444 3,447

受取賃貸料 31,406 32,275

業務受託料 4,200 4,200

受取手数料 16,069 10,797

受取補償金 2,238 570

受取保険金 8,662 5,602

その他 11,877 18,477

営業外収益合計 77,969 75,643



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業外費用   

支払利息 15,229 12,967

支払補償費 108 4,878

支払手数料 17,547 3,400

その他 879 199

営業外費用合計 33,764 21,445

経常利益 1,133,510 799,239

特別損失   

固定資産除却損 31,606 9,759

製品廃棄負担金 85,636 －

投資有価証券評価損 3,195 －

減損損失 15,147 －

特別損失合計 135,586 9,759

税引前当期純利益 997,923 789,480

法人税、住民税及び事業税 488,000 305,000

法人税等調整額 △40,248 △11,744

法人税等合計 447,751 293,255

当期純利益 550,172 496,224



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 628,800 628,800

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 628,800 628,800

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 272,400 272,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 272,400 272,400

資本剰余金合計   

当期首残高 272,400 272,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 272,400 272,400

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 103,400 103,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 103,400 103,400

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 4,700,000 5,100,000

当期変動額   

別途積立金の積立 400,000 300,000

当期変動額合計 400,000 300,000

当期末残高 5,100,000 5,400,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 545,866 558,339

当期変動額   

別途積立金の積立 △400,000 △300,000

剰余金の配当 △137,699 △163,196

当期純利益 550,172 496,224

当期変動額合計 12,472 33,028

当期末残高 558,339 591,367

利益剰余金合計   

当期首残高 5,349,266 5,761,739

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △137,699 △163,196

当期純利益 550,172 496,224

当期変動額合計 412,472 333,028

当期末残高 5,761,739 6,094,767



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △6 △88

当期変動額   

自己株式の取得 △81 △264,534

当期変動額合計 △81 △264,534

当期末残高 △88 △264,622

株主資本合計   

当期首残高 6,250,460 6,662,851

当期変動額   

剰余金の配当 △137,699 △163,196

当期純利益 550,172 496,224

自己株式の取得 △81 △264,534

当期変動額合計 412,391 68,493

当期末残高 6,662,851 6,731,344

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 13,421 24,663

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,242 44,228

当期変動額合計 11,242 44,228

当期末残高 24,663 68,892

評価・換算差額等合計   

当期首残高 13,421 24,663

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,242 44,228

当期変動額合計 11,242 44,228

当期末残高 24,663 68,892

純資産合計   

当期首残高 6,263,881 6,687,515

当期変動額   

剰余金の配当 △137,699 △163,196

当期純利益 550,172 496,224

自己株式の取得 △81 △264,534

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,242 44,228

当期変動額合計 423,634 112,721

当期末残高 6,687,515 6,800,237



（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 997,923 789,480

減価償却費 1,115,423 1,584,765

減損損失 15,147 －

固定資産除却損 31,606 9,759

製品廃棄負担金 85,636 －

投資有価証券評価損益（△は益） 3,195 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 15,053 △15,053

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 2,800 4,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 58,624 △10,047

前払年金費用の増減額（△は増加） 4,638 －

未収消費税等の増減額（△は増加） － △137,002

受取利息及び受取配当金 △3,515 △3,720

支払利息 15,229 12,967

売上債権の増減額（△は増加） △1,537,893 △114,926

たな卸資産の増減額（△は増加） 201,312 66,376

仕入債務の増減額（△は減少） 1,027,771 65,079

長期前払費用の増減額（△は増加） △89,402 △75,783

未払金の増減額（△は減少） 260,917 △6,266

未払消費税等の増減額（△は減少） 49,925 △52,738

その他の流動資産の増減額（△は増加） 17,876 10,519

その他の流動負債の増減額（△は減少） 33,118 △31,991

小計 2,305,390 2,095,416

利息及び配当金の受取額 3,515 3,720

利息の支払額 △14,505 △14,233

製品廃棄負担金の支出額 △125,248 －

保険金の受取額 139,612 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △405,762 △522,024

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,903,001 1,562,879

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,111,876 △5,129,087

有形固定資産の売却による収入 24,000 －

投資有価証券の取得による支出 △129,571 △64,148

無形固定資産の取得による支出 △14,916 △55,166

関係会社株式の取得による支出 － △741,412

ゴルフ会員権の取得による支出 － △75

その他 △933 △10,117

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,233,298 △6,000,007

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 420,000

長期借入れによる収入 2,000,000 2,473,080

長期借入金の返済による支出 △566,050 △539,150

自己株式の取得による支出 △81 △264,534

配当金の支払額 △137,699 △163,196

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,296,169 1,926,199

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,965,872 △2,510,928

現金及び現金同等物の期首残高 852,697 2,818,570

現金及び現金同等物の期末残高 2,818,570 307,642



    該当事項はありません。  

   

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

    (ⅰ) 子会社及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。  

    (ⅱ）その他有価証券 

 （イ） 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

 より算定）を採用しております。  

 （ロ） 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用しております。 

  

  ② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    (ⅰ) 製品、商品、貯蔵品（製造消耗品等） 

  先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。  

    (ⅱ) 原材料、貯蔵品（液化天然ガス、重油、炭酸ガス、窒素、糊等） 

 月別移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。  

  

  ③ 固定資産の減価償却の方法 

    (ⅰ) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法）を採用しております。

 なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。  

    (ⅱ）無形固定資産（リース資産を除く） 

  自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間に基づく定額法によっております。 

  その他については、定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。  

    (ⅲ）リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。  

  

  ④ 引当金の計上基準 

    (ⅰ) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、当事業年度において

は、過去の貸倒実績及び回収不能と見込まれる債権残高がないため、計上しておりません。  

    (ⅱ) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期支払予定額のうち当事業年度に属する支給対象期間に見合う

金額を計上しております。  

    (ⅲ) 役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度における支給見込額に見合う金額を計上しております。

    (ⅳ) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年  

度末において発生していると認められる額を計上しております。 

  過去勤務債務は、発生年度の従業員の平均残存勤務期間の一定の年数（３年）による定額法により損益処理し

ております。なお、数理計算上の差異は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（３年）による定額法により発生年度の翌期から費用処理しております。   

  

（5）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）



  ⑤ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲  

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

 わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。  

  

  ⑥ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

   (ⅰ) 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

  

  

前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 当社は、飲料製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

   

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 当社は、飲料製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

  

（会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ168,246千

円増加しております。 

（持分法損益等）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

関連会社に対する投資の金額（千円）  171,360  1,205,985

持分法を適用した場合の投資の金額（千円）  140,174  1,153,729

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

持分法を適用した場合の投資損失（△）の金額

(千円） 
 △19,709  △20,663

（セグメント情報等）



   

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額（円）  1,311.31  1,409.99

１株当たり当期純利益金額（円）  107.88  98.19

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

（円） 

 潜在株式調整後1株当たり当期

純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりま

せん。 

 同左 

  
前事業年度 

(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当期純利益（千円）  550,172  496,224

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  550,172  496,224

期中平均株式数（千株）  5,099  5,053

（重要な後発事象）



（1）役員の異動 

 ① 代表者取締役の異動 

  該当事項はありません。 

  

 ② その他の役員の異動 

  役員の異動につきましては、平成25年２月13日及び４月17日公表のとおりであります。 

  

   

５．その他
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